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はじめに

　冷戦の終焉以降，世界は民主化に向かうという楽観論が広がった。しかし

世界にはいまだに多くの独裁体制が存在する。何を独裁体制とするかは定義

によるためその数は論者によって異なるが，たとえば Köllner and Kailitz

（2013，1）は世界の国民国家や領域の ₄ 分の ₁ ，人口の約 ₃ 分の ₁ は独裁体

制下にあると指摘している1。このような独裁体制の存続は1990年代後半か

ら注目を集め，それにともなって権威主義体制研究が活況を呈するようにな

った。

　独裁者にとって最も重要なことは何だろうか⑵。それは自身の体制をでき

るだけ持続させることである。独裁者は一度権力を獲得したからといって，

何もせずにその座にとどまることはできず，経済発展，ナショナリズム，イ

デオロギー，政治制度など，あらゆる手段を行使し体制を維持しようとする。

体制の維持は独裁者にかぎらず，すべての支配者にとっての共通課題である。

しかし独裁者にとっては死活問題であり，だからこそ反体制活動に対して暴

力の使用もいとわないのだろう。とはいえ，暴力や抑圧だけで体制を維持で

きないことはすでに多くの論者が指摘している。また独裁者は ₁ 人で国家を

統治することもできない。権力分有やレントの分配を通じて体制内エリート

の離反を防ぐとともに彼らの協力を得，体制内の脅威を軽減する必要がある
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（Boix and Svolik 2013）。体制外反対勢力の脅威を緩和することも重要だろう

（Gandhi 2008; Svolik 2012）。さらに体制を安定的に維持するには，国民の積極

的 / 消極的支持も獲得しなければならない⑶。Chang，Chu and Welsh（2013，

150）は「すべての近代的政治体制の存続と効率的な機能は，大衆の黙認や

支持に依存している」と述べている。つまり独裁者が体制を安定的に持続さ

せるには体制への脅威を緩和するだけでは不十分であり，正当性（legitima-

cy）を維持することも重要となる（Köllner and Kailitz 2013; Gerschewski 2013）⑷。

　近年の比較政治学では，議会，選挙，政党等の民主的制度が独裁体制の維

持にどのような役割を果たしているのか，そのメカニズムの解明に関心が集

まり，すでに多くの理論的および事例研究が生み出されている。そこでのお

もな関心は，独裁者がいかに民主的制度を活用しながら明示的 / 潜在的反対

勢力を体制に取り込み，脅威を緩和するかである。

　一方，Köllner and Kailitz（2013）や Gerschewski（2013）が批判するように，

これまでの権威主義体制研究は正当性の問題をさほど重視してこなかった。

そのため，民主的制度が正当性の維持とどのような関係にあるのかについて

は分析されず，独裁者が議会を活用しながら正当性を高め，国民の支持獲得

に努めていることが十分理解されてこなかったのである。ではなぜ，体制維

持と正当性の関係にさほど関心が示されなかったのだろうか。

　筆者はその要因を，先行研究が複数政党制かつ競争的選挙を鍵概念として

きたことにあると考える。これまで独裁体制は，複数政党制と競争的選挙の

有無により競争的か閉鎖的かに大別され，前者を中心に研究が進められてき

た。競争的独裁体制では野党が存在し，体制内エリートにも体制から離脱す

る道が開けているため，体制内外の明示的 / 潜在的反対勢力を比較的明確に

特定できる。したがって独裁者が体制を維持するには，反対勢力の取り込み

や分断を行い，脅威を緩和する必要がある。言い換えれば，特定の脅威を緩

和し，特定の支持を獲得することが重要となる。そうであれば政党，議会，

選挙等の民主的制度と体制維持の関係も自ずと脅威緩和や取り込みという視

点から論じられよう。そして同様の視点から閉鎖的独裁体制についても研究
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が行われてきた。

　もちろん閉鎖的独裁体制でも反対勢力の取り込みは行われている⑸。とく

に共産党独裁体制では市場経済化以降に現れた新しい社会経済エリートなど

が潜在的脅威になり得，取り込み対象となる。また，軍や党内エリートも潜

在的脅威となろう。共産党以外の選択肢がないためエリートの離反はほぼな

いが，指導部内の凝集性を高めるためにはレントの分配などを通じてエリー

トを体制内にとどめておく必要がある。ただし閉鎖的独裁体制では明示的反

対勢力は存在せず，存在したとしても取り込み対象ではなく排除の対象とな

る。つまり閉鎖的独裁体制でも常に潜在的脅威に対して注意を払い，彼らの

取り込み・分断を行わなければならない。

　とはいえ，どの独裁者にとっても体制を安定的に維持するうえで正当性が

重要であることに疑問の余地はないだろう。とくに閉鎖的独裁体制では競争

的選挙がないため，独裁者は国民の選好や体制への支持度合いを知ることが

できない。そこで体制を安定的に維持しようとすれば，特定の支持ではなく，

正当性を向上させ常に幅広い大衆の支持を獲得することが求められる。つま

り同じ独裁であっても体制の種類や政治制度が異なれば，独裁者の優先課題

や必要な大衆の支持度合いも異なるのである。

　したがって政党，議会，選挙等を通じて正当性を向上させようとすれば，

その機能は脅威緩和の場合とは異なると考えられる。また各国の状況や政治

的背景によって制度の位置づけや機能の意味にもちがいが生じるだろう。に

もかかわらず，これまでは体制内外の脅威緩和と民主的制度の関係にのみ関

心が向けられ，そしてどの独裁体制でも民主的制度が同様に機能するとされ

てきた（Wright 2008）。体制分類の鍵であった複数政党制と競争的選挙の有

無という政治制度上のちがいは，政党，議会，選挙等の機能分析ではあたか

もないものとされてきたのである。それでは各国の独自性はもとより，独裁

者の課題や政治体制の種類によって民主的制度の機能にちがいが生じること

は理解できない。

　そこで本書は，先行研究の知見を継承しながらも，複数政党制や競争的選
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挙の有無という鍵概念からいったん離れ，これまでとは異なるアプローチに

より独裁体制下の民主的制度と体制維持の関係を考察する。具体的には，独

裁者の課題として脅威の緩和だけでなく正当性の維持（大衆の支持獲得）に

も着目し，中国，ラオス，ベトナム，カンボジアの ₄ カ国を事例に，各国の

独裁者が目的に応じて議会を活用し , 正当性の維持・獲得に努めていること

を明らかにする。その際，閉鎖的体制である中国，ラオス，ベトナムの ₃ カ

国と競争的体制であるカンボジアを⑹，党と国家が融合した独裁体制ととら

え直す。そうすることで体制の種類に囚われずに異なる独裁体制を比較の俎

上に載せ，政党数や競争的選挙等の政治制度のちがいを説明変数とした分析

が可能となる。

　本章は以下のように構成される。第 ₁ 節では，なぜ ₄ カ国を事例としてと

りあげるのかを説明し，権威主義体制研究における本書の位置づけを明らか

にする。第 ₂ 節では，1990年代後半以降の権威主義体制研究の潮流を概観し

ながら，議会と体制維持の関係に絞って先行研究を整理する。第 ₃ 節では，

本書の分析枠組みを提示する。本書は，権威主義体制下の議会には体制への

脅威緩和や社会情報の収集機能があるとするこれまでの知見を継承しつつも，

独裁者が正当性を維持するための多様な機能も備わっているとの立場に立つ。

そこで正当性と議会の関係について考察し，改めて議会機能について整理す

る。そして第 ₄ 節では各章の概要を紹介する。

　本論に入る前に本書で用いる用語について明確にしておこう。ここまで筆

者は独裁体制や権威主義体制という用語を説明なしに使用してきた。冒頭に

述べたように何を独裁体制とするかは論者によって異なる。本書ではひとま

ず多くの先行研究にならい，統治者が自由かつ競争的選挙で選ばれる体制を

民主主義体制，そのような要件を満たさない体制を非民主的体制とする

（Przeworski et al 2000; Cheibub，Gandhi and Vreeland 2010; Svolik 2012）。そして

Svolik（2012）にならい，独裁体制や権威主義体制を非民主体制の総称として，

かつ互換可能な用語として用いることにしたい⑺。また，独裁体制のなかで

も競争的選挙を実施する体制の下位分類については，形容詞を冠して「●●
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権威主義体制」と使用する（詳細は次節を参照）。ただし以上の用法はあくま

で本書を理解するための便宜的措置であることをお断りしておく。

第 ₁ 節　 ₄ カ国をとりあげる理由，本書のねらい

　冒頭で述べたように世界にはいまだに多くの独裁体制が存在する。本書で

とりあげる中国，ラオス，ベトナム，カンボジアの ₄ カ国も独裁体制に分類

されることが多い。表序－ ₁ は各国の政治体制をスコアに基づき ₃ 分類した

POLITY IV プロジェクト，同じくスコアにより各国の自由度を測ったフリ

ーダムハウスによる ₄ カ国の位置づけである⑻。フリーダムハウスでは ₄ カ

国はともに非自由に分類されているが，POLITY IV では中国，ラオス，ベ

トナムが独裁体制に，カンボジアは民主主義体制と独裁体制の中間タイプに

位置づけられている。

　このちがいは，共産党独裁体制には野党がなく選挙も非競争的な一方で，

カンボジアでは複数政党制による競争的選挙が実施されていることに起因す

る。したがって ₄ カ国は自由度が低く単一政党体制という基本的な特徴を共

有しつつも⑼，中国，ラオス，ベトナムの ₃ カ国は共産党独裁体制に，カン

ボジアは「選挙権威主義体制」や「競争的権威主義体制」という異なるサブ

カテゴリーに分類される⑽。後述するように，独裁体制を政党数や選挙のあ

り方で分けるのは，1990年代後半以降の権威主義体制研究の潮流である。

表　序－ ₁ 　POLITY IV とフリーダムハウスによるスコアと ₄ カ国の分類

中国 ラオス ベトナム カンボジア

POLITY IV
－7

独裁体制
－7

独裁体制
－7

独裁体制
2

中間

フリーダムハウス 6.5
非自由

6.5
非自由

6
非自由

5.5
非自由

（出所）Marshall, Gurr and Jaggers（2014）, Freedom House（2014）。
（注）POLITY IV は本文注（8）を，Freedom House について本文注（1）を参照。
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　1990年代以降，自由と公正さを欠くものの複数政党制による競争的選挙を

実施する非民主的な体制が現れ，民主主義と非民主的な体制の境界はいっそ

う曖昧になった（久保・河野 2013，4-5）。たとえば POLITY IV では，167カ

国のうち民主主義体制は92カ国，独裁体制は20カ国，両者の中間タイプが55

カ国となっている（Marshall, Gurr and Jaggers 2014）。そして1990年代後半以降，

この「中間タイプ」を含めた独裁体制に注目が集まるようになった。そこで

の関心は体制の類型化と，政党，議会，選挙等の民主的制度が独裁体制（以

下，独裁体制という場合は「中間タイプ」を含めている）の維持にどのような役

割を果たしているのか，そのメカニズムの解明にある。

　この ₂ つの関心は密接に結びついている。体制の分類は論者によって異な

るが，複数政党制と競争的選挙の有無を分類や分析の鍵としている点で共通

性がみられ，「中間タイプ」の体制は「選挙権威主義」や「競争的権威主義」

などのサブカテゴリーに分類される。図序－ ₁ は政党数と選挙のあり方によ

る独裁体制の分類である。まず複数政党制と競争的選挙の有無により競争的

と閉鎖的な独裁体制に分けられる。前者は選挙での競争や抑圧の度合いによ

って大きく ₂ つに，後者は政党支配，軍制，王制などの統治形態の種類によ

って ₃ つに分類される。もちろんこれらの分類は本書理解のための便宜的な

ものであり，論者によって類型化は異なる。重要なのは政党数と選挙のあり

方で大別されてきたこと，そして先行研究が競争的独裁体制を中心に進めら

れてきたことである（図序－ ₁ 網掛け部分）。 

　宇山（2014）は，形容詞を冠した「●●権威主義体制」というサブカテゴ

リー化が進んだことで地域横断的な比較が可能となり，権威主義体制研究が

進歩したことを認めつつも， ₂ つの点から再考を求めている。ひとつは，権

威主義体制の類型化とはいえ「選挙のあり方」を問題視する時点で「民主化

論」から抜けきれておらず，権威主義体制を民主主義体制からの逸脱ととら

えていることである。そのため，権威主義体制で重要な意味をもつ公式の場

以外での競争性を把握できないと指摘する（宇山 2014，2）。もうひとつは，

「類似性の多い国の間に，無理に競争的か否かの線を引くことで，近接比較
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を放棄して」（宇山 2014，2-3）いることである。そして宇山は，中国やロシ

アなど多くの国が「かなり限定的な競争性しか備えていないものであること

を考えると，競争的などの形容詞にこだわらず，権威主義体制全般を再度考

察する必要がある」（宇山 2014，3）と主張する。

　宇山のいうとおり，サブカテゴリー化が進んだがゆえに権威主義体制研究

が発展し，体制が持続するメカニズム分析が進んだ側面は否定できない。一

方で近接比較が行われず，とくに共産党独裁体制研究がさほど発展しなかっ

たのも事実である。そのためか，「競争的権威主義体制」や「選挙権威主義

体制」で得られた知見を共産党独裁体制に「安易に」適用するケースもみら

れた⑾。もちろん，先行研究の知見や理論を他の独裁体制で検証することは

図　序－ ₁ 　独裁体制の分類1）

独裁体制（権威主義体制）

競争的独裁
（複数政党制と競争的選挙あり）

閉鎖的独裁
（複数政党制と競争的選挙無し）

選挙権威主義体制2）

競
争
的
権
威
主
義
体
制
 3）

覇
権
的
権
威
主
義
体
制
 4）

共
産
党
独
裁
体
制

軍
事
独
裁

王
制

（出所）関（2009, 168），Howard and Roessler（2006, 367）を基に筆者
修正。

（注）1）「中間タイプ」を含めた独裁体制である。
2）本文注（6）を参照。
3）同上。
4）覇権的権威主義体制は定期的に選挙が行われるものの，市

民の政治的権利や人権が抑圧され，実質的には野党も競争か
ら排除され選挙が競争的でない事実上の一党支配体制である

（Howard and Roessler 2006, 367）。しかし形式的であっても競
争的選挙が実施されるため競争的体制に含めている。
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重要な作業である。しかし知見の適用可能性を検討するのではなく安易に適

用することは，共産党独裁体制の独自性を覆い隠す危険性を孕んでいる。

　Dimitrov（2013）は同様の問題意識から，共産党独裁体制の崩壊と持続の

メカニズムを分析した。ディミトロフ（Martin K. Dimitrov）によると，現存

する共産主義体制は経済改革により経済発展を遂げ，その過程で生まれる潜

在的挑戦者（改革の勝者と敗者）を包摂し，またイデオロギーを修正し一定

のアカウンタビリティを果たすことで体制を維持してきた。つまり状況に柔

軟に適応したことで強靱性（resilience）を保ってきたのである。現存する体

制と崩壊した体制を比較分析し，共産党独裁体制が持続するメカニズムの一

端を明らかにした同書の功績は大きい。しかし裏を返せば，それは共産党独

裁体制というサブカテゴリー内分析であり体制横断的なものではない。ただ

し，ディミトロフは独裁体制全体の共通性とサブカテゴリーの独自性の問題

に自覚的であり，宇山（2014）と同様の問題意識を有していることは付言し

ておこう⑿。

　先述のように本書でとりあげる中国，ラオス，ベトナムの ₃ カ国とカンボ

ジアは，単一政党体制という同じ特徴を有していても，別のサブカテゴリー

に分類される。しかし ₄ カ国は競争的選挙や複数政党制の有無，またイデオ

ロギーのちがいはあれ，高度な類似性を有している。それは党と国家の融合

性である。

　もともと ₄ カ国の政治体制の起源はレーニン主義的な党＝国家体制にある。

党＝国家体制とは，「単一支配政党が重要諸政策を排他的に決定し，その政

策が国家機関にとって直ちに無条件に義務的となり，かつ党組織と国家機関

が機能的にも実体的にもかなりの程度オーヴァーラップしている」（塩川

1993，36）体制を指す。その特徴は「内部統制・外部統制・人事権の独占」

にまとめられる（渡辺1995，231-232）。すなわち，行政機関内に設置された

党組織がその内部から，各行政級に設置された党組織が外部から国家を指

揮・命令し，また党が人事権を独占することで党員が国家の要職を兼任し行

政機関を統制することである（渡辺1995，231-232）。軍や警察も党の統制下
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におかれる。中国，ラオス，ベトナムは今日でもこのような特徴を有する党

＝国家体制である。

　一方カンボジア人民党は，パリ和平協定締結直前の1991年にマルクス・レ

ーニン主義と党による国家への指導性を放棄した（山田 2011，71-72）⒀。し

かし1993年にカンボジアが民主化して以降も，人民党は「内部統制」や「人

事権の独占」という党＝国家体制の特徴を有し，民主集中制を党の指導原理

として維持している⒁。軍，警察，司法機関も人民党統制下にある。山田裕

史は，人民党が1991年にマルクス・レーニン主義や党の国家への指導性を放

棄して以降も地方を中心に党と国家の一体性を今日まで継承し，1990年代後

半以降は中央においても党の国家化が強化され，2003年から2013年にかけて

人民党の「国家政党化」が進展したと指摘する⒂。「国家政党」とは一党支

配型権威主義体制における「『国家と密接に結びついて社会を支配・制御す

る組織』」であり，「国家（あるいは支配政治エリート集団）の道具として従属

的」な地位にある（岸川 1996，254; 山田 2011，107）。これは「組織・人員・

財政支出において，行政機構のリソースを排他的に利用し，行政機構との区

別がつかなくなった政党」，すなわち「政府党」ともいえるだろう（藤原 

1994，232）。術語は異なるが政府と党が密接に結びつき非民主的体制が安定

を維持している点で共通している（立花 2008，4）。

　もちろん党＝国家体制は，「国家政党」や政府党が政権を握る「政府党体

制」とは異なる。前者は党が国家を指導し国家は党に従属するが，後者では

その関係が逆転する。つまり党＝国家体制では指導のベクトルが党から国家

に向かうのに対し，国家政党や政府党体制ではそのベクトルが国家から支配

政党に向かうことになる。そして1991年以降のカンボジア人民党は，党と国

家の結びつきを維持・強化しながら前者から後者への転換を図った。

　しかし藤原がいうように，党＝国家体制であっても時期により党と国家の

関係が逆転し，かぎりなく「政府党体制」に近づくことがある（藤原 1994，

240）。そうであればその逆も然りだろう。事実，2000年代後半のカンボジア

では人民党が党組織と党員を大幅に拡大し，民主集中制に基づき党の政策を
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国家機関に反映させる側面もみられる（山田 2011，158）。つまり時期や状況

によって指導のベクトルの向きが変化するため，党＝国家体制と「国家政

党」や「政府党体制」の相違が曖昧になる場合がある。いずれにしろ重要な

点は，本書でとりあげる ₄ カ国は党と国家が高度に融合しその境界が曖昧な

独裁体制だということである。

　 ₄ カ国をこのようにとらえ直すことで，複数政党制と競争的選挙の有無で

線引きすることなく，競争的独裁体制と共産党独裁体制の間を横断する視点

を獲得できる。またそうすることで，体制の種類や政治制度に規定されずに

独裁者の課題を設定し，それに応じた議会機能の分析が可能となる。もちろ

ん政党を鍵としているため，党と国家の融合性という視点を政党が活用され

ない王制や軍制に適用することは難しい。しかしながら単一政党体制につい

てはサブカテゴリーを横断的に分析でき，本書のねらいもそこでの比較に定

めている。また本書では事例を ₄ カ国に絞っているが，このような視点であ

ればロシアや旧ソ連諸国等の単一政党による独裁体制の多くを比較の俎上に

載せることができよう⒃。

第 ₂ 節　先行研究の整理―独裁体制下の議会―

　なぜ独裁者は民主的制度を活用するのだろうか。独裁体制を維持するうえ

で最も端的な手段は暴力や抑圧であろう。スボリック（Milan W. Svolik）が指

摘するように，暴力や抑圧的手段は独裁者にとっていつでも行使できるオプ

ションである（Svolik 2012，15）。ただしそのような恐怖政治では，体制への

支持の度合いや人々の選好を把握することができず，逆に人々の間に不満を

高める可能性がある（Wintrobe 1998）。また国家の恣意的介入が拡大し国民

の財産を収奪する可能性が高まるため，人々の経済活動意欲を失わせ結果的

に国家全体の経済活動が停滞する恐れがある。そして国民は体制に非協力的

となり抵抗を試みるかもしれない（東島 2013，47）。つまり暴力の使用はコ
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ストに比して必ずしも効果的ではないのである（Gandhi and Przeworski 2007，

1281; Gandhi 2008，76-77）。東島は，独裁者は強権的支配と統治の効率性とい

うジレンマを解消するために民主的制度を活用すると指摘する（東島2013，

47）。独裁体制下の民主的制度は単なる飾りではなく体制存続のための道具

として機能し，独裁者が戦略的かつ選択的に活用する手段なのである（Gan-

dhi 2008; Gandhi and Przeworski 2007）。では，議会は独裁体制の維持にどのよ

うな役割を果たすのだろうか。

　ガンディー（Jennifer Gandhi）によれば独裁者は統治上 ₂ つの問題に直面す

る。ひとつは体制への挑戦を阻止すること，もうひとつは体制外の協力を得

ることである。体制への脅威は反体制派や国民等の体制外部だけでなく体制

内エリートからも生じる。また政策を執行し国家の富を形成するためには一

部の国民の協力は必要不可欠である（Gandhi 2008，xvii-xviii）。

　ガンディーは，この問題に対処するにはレントの分配だけでは不十分であ

り，議会や政党を通じた政策的譲歩が必要だと主張する。独裁者は議会や政

党を通じて反対勢力の政治的選好を把握し，それに応じて政策的譲歩を行う。

反対勢力にとっては限られた範囲であっても，議会や政党を通じて政策決定

過程に影響を及ぼせるため体制に参加するインセンティブが生まれる。つま

り議会は独裁者と反対勢力が互いの政治的選好を表出し，合意や譲歩を行う

場として機能するのである。このような制度を通じて独裁者は反対勢力を体

制に取り込む（co-opt）ことができる（Gandhi 2008，xvii-xviv）。そして一部

を取り込むことで反対勢力を分断させ，彼らが結束して体制に挑戦すること

を阻止する（Lust-Okar 2005）。また議会には議員を通じて体制の意向を国民

に伝達する役割も期待され，デモ等の制度外で表出され得る人々の要求を制

度内に吸収する効果もある（Gandhi 2008，145，182）。

　一方スボリックは，独裁体制下の議会は自由かつ競争的選挙ではないため，

議員が社会の広範な利害を代表するわけでも，純粋な反体制派に議席を付与

するわけでもないと主張する（Svolik 2012，116-117）。スボリックは，1946

年から2008年の間に ₁ 日でも存在した独裁者316人のうち， ₃ 分の ₂ 以上が
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体制内部の人間によりその座を奪われていることを示し，大衆よりも体制内

部からの脅威をより重視する（Svolik 2012，4-5）。スボリックによると体制

内部からの脅威を緩和するにはコミットメント問題の解決が不可欠である。

独裁者がエリートの支持獲得のために権力分有やレントの分配を約束しても，

エリートにとってはそれが長期に履行される保証はなくいつ反故にされるか

わからない。独裁者は自身の約束に信用をもたせることができないのである。

このようなコミットメント問題を解決する手段として議会などの制度が必要

になる（Svolik 2012，7-8）。たとえば議会や政治局などの協議や政策決定機

関が制度化されていれば，透明性を確保し独裁者を監督することができる。

そうすれば独裁者の行動が不信や誤解を招くことも少ない。また権力交代が

制度化されていれば権力継承をめぐり不要な争いを招くこともないだろう⒄。

　以上からは，議会には反対勢力の取り込み・分断，コミットメント問題解

決のための権力分有と監督機能があることがわかる。問題は，このような議

会機能がすべての独裁体制に適用できるのか，またすべての独裁者が明示

的 / 潜在的反対勢力の取り込み・分断のために議会を活用するのかどうかで

ある。

　確かに，コミットメント問題の解決はどの独裁者にとっても重要であり，

議会がその解決手段として機能すると考えられる。また議会が政策決定機関

として政治権力を有しており，エリートが議会ポストに価値をみいだしてい

る場合は，議会が反対勢力を取り込む手段として，またエリートへの権力分

有手段として機能するだろう。しかし明示的な反対勢力がほぼ存在せず，ま

たは存在しても排除の対象となり，議会に実質的な政策決定権やその他政治

権力が備わっておらず，エリートも議会ポストに価値をみいだしていない場

合はどうだろうか。つまり本書でとりあげる ₄ カ国のように，議会が政治権

力でも政治ポストにおいても二次的な存在である独裁体制では⒅，取り込

み・分断や権力分有が機能しないか，または機能が異なる可能性がある。さ

らに，独裁者が脅威緩和以外の目的を達成しようとすれば，議会機能は自ず

と異なるだろう。
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　Wright（2008，322）は，これまでの先行研究は「議会や政党等の制度がす

べての種類の権威主義体制において同じ目的を果たすと仮定している」と批

判し，体制のタイプによって制度の機能にちがいがあると指摘している。そ

して共産党独裁体制研究からは，議会には取り込み・分断，権力分有以外の

機能があると指摘されるようになった。たとえば加茂（2013）は，中国江蘇

省揚州市の人民代表大会を事例に，人民代表大会代表が党や政府の政策を選

挙区に伝える「代理者」，政策に必要な選挙区の状況を党や政府に伝える

「諌言者」という役割に加えて，選挙区の要求を党や政府に伝える「代表者」

としても機能することを示した。また拙稿（山田 2013）はラオスの事例から，

経済開発に伴う国民の不満が拡大したことを背景に，ラオス人民革命党が選

挙と国会を連関させ，議員や国会の制度を通じて民意を国会審議に反映させ

ることで国民の不満を緩和していると論じた。

　久保（2013，4-5）は，独裁者が体制の正当性を安定的に維持するには，適

切な統治業務や政策の執行が必要であり，そのために議会が有用な手段とな

り得ると指摘する。議員が地元のニーズや不満を把握しその情報を独裁者に

提供することで，独裁者は適切な政策を形成・執行できる。そうすれば国民

の不満は緩和され支持を獲得することが可能となろう。したがって議会には

体制への脅威緩和だけでなく，独裁者が正当性を維持・獲得するための機能

もある。

　そして近年，この正当性の問題が権威主義体制研究で議論されるようにな

ってきた。たとえば Köllner and Kailitz（2013）は，抑圧や取り込みが体制維

持の主要な要素であることは認めつつも，これまでの先行研究が正当性や支

配の正当化という問題をさほど重視してこなかったと批判する。Heydemann 

and Leenders（2013）は中東の事例から，Dimitorov（2013）は共産党独裁体

制の事例から，環境の変化に対する柔軟な制度的適応とともに，独裁体制維

持の重要な要素として正当性を挙げている。また Kane， Loy and Patapan

（2011）は独裁体制に限らず，政治的正当性はアジア全体で指導者が直面す

る課題だと指摘する。Gilley（2009）は，ほとんどの支配者は国民から恐れ
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られるよりも尊敬されることを望み，正当性が高いほど有効な統治を行え，

体制が安定すると主張する。Chang，Chu and Welsh（2013，150）が指摘する

ように，「すべての近代的政治体制の存続と効率的な機能は，大衆の黙認や

支持に依存している」のである。

　本書でも，体制への脅威緩和とともに正当性が独裁体制の維持にとって重

要だとの立場をとる。それは体制の種類に関係なくどの独裁者にとっても共

通する重要課題である。そして久保（2013）が指摘するように，議会は正当

性の維持・獲得にとって有効な手段になり得る。次節では，議会には正当性

の維持・獲得のためにどのような機能が備わっているのかを考察し，そのう

えで本書の分析枠組みを提示したい。

第 ₃ 節　正当性と議会の役割―本書の分析枠組み― 

₁ ．正当性とは？

　おそらく，多くの読者は支配者にとって正当性（legitimacy）が重要である

ことは感覚的に理解できるだろう⒆。しかし正当性とは具体的に何かという

点については明確でないと考えられる。正当性とは一体何だろうか。

　たとえばリプセット（Seymour Martin Lipset）は，正当性とは現在の政治制

度が正しいという信念を生み出し，維持する体制の能力であり，国民が政治

制度は自分たちの価値観と一致し正しいと評価する点で価値評価的なものだ

とする（Lipset 1959，77）。アラガッパ（Muthia Alagappa）は政治的正当性（支

配する権利）を，「支配者には命令を下す道徳的権利があるという被支配者

の信念であり，そのような命令に従う人々の応答義務」（Alagappa 1995，11）

だと定義する。一方ギリー（Bruce Gilley）は，国家の正当性を合法性，正当

化（justification）⒇，同意による政治権力の正しい保持と執行だとする（Gilley 

2009，16）。言い換えれば，国家は法律や規則にのっとって政治権力を獲得・
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行使し（合法性），それが共有された規範や価値に基づいており（正当化），

国家の支配権は正しいと市民が認識し同意することである（Gilley 2009，

3-79）。つまり正当性とは，支配者と被支配者の相互作用によって生み出され，

支配者が正しいとする被支配者の信念であり内面によって支えられるものと

いえる（Alagappa 1995，11，; ウェーバー 1960， 551）。

　問題は被支配者のこのような信念が何によって生み出されるかである。

Chang, Chu and Welsh（2013，150）は，正当性の構成要素として1政府のパ

フォーマンス（国家経済状況，公共サービスへのアクセス，安全・犯罪管理，政

府の応答），⑵グッドガバナンス（汚職管理，法治，水平的アカウンタビリティ，

公平で平等な扱い），⑶民主的発展（自由，大衆的（選挙）アカウンタビリティ，

政治的競争，民主的進展への大衆の支持），⑷価値とイデオロギー（政治的伝統，

社会的伝統，ナショナリズム）の ₄ 点を挙げている。Gilley（2009）はより簡

潔に，ガバナンス（アカウンタビリティ），民主主義 / 権利（参加），発展（福

祉，豊かさ）の ₃ 点にまとめ，さらに端的にこれらの ₃ つの要素はパフォー

マンス（実績）だとする（Gilley 2009，43）。

　具体的な制度や表現は異なるが，両者の主張は，以下の Alagappa（1995）

が指摘する ₄ つの正当性の要素にまとめることができる。

　

1共有された規範と価値

⑵権力獲得のための確立された規則への一致

⑶適切で効果的な権力の使用

⑷被支配者の合意

　

　第 ₁ の共有された規範と価値とは，信念体系やイデオロギーであり，政治

体制や支配構造を決定する要因である（Alagappa 1995，15）。第 ₂ の権力獲得

のための確立された規則への一致とは，支配者が規則にのっとって権力を獲

得したかどうかである。規則の制定には当然のことながら第 ₁ の共有された

規範と価値が影響する（Alagappa 1995，20）。たとえば，民主主義が共有され
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た規範と価値であれば自由かつ競争的な選挙が支配確立のルールとなり，共

産主義であれば一党独裁体制となろう。第 ₃ の適切で効果的な権力の使用に

は ₂ つの側面がある。ひとつは，法律や暗黙のルールに沿った権力の使用，

もうひとつは，共同体全体に利益をもたらすための効果的な権力の使用であ

る（Alagappa 1995，21）。前者は手続き的側面が強く，後者は経済発展や福利

厚生等のパフォーマンスを意味する。第 ₄ の被支配者の合意とは，個人が自

己を拘束し，支配者が命令を下す権利を認めることである。これには，積極

的な忠誠や消極的な受け入れがあり，後者は長期化すると義務に転化する可

能性がある。また恐怖や無関心は合意に含まれない（Alagappa 1995，23-24）。

　以上の ₄ つの要素はそれぞれ独立したものではなく密接に結びついている。

規範や価値によって政治制度やルールが決定し，手続きは権力の行使や政府

のパフォーマンスに影響を与える。そして国民の同意はこれら ₃ つに大きく

左右される。 ₄ つすべてを満たしていればその体制は高度な正当性を有して

いることになる。しかしどれかひとつ欠けたからといって正当性がゼロにな

るわけではない。たとえば権力獲得が規則にのっとっていなくても，経済発

展や汚職問題解決などその他の要素で補うことで正当性を維持できる。また

国によってどの要素が重要視されるかは異なり，同じ国でも時代や経済・社

会状況によって各要素の重要性は変化する。つまり正当性は複雑かつ動的で

多様であり，正当か非正当かの二分法ではなく高いか低いか度合いの問題な

のである（Alagappa 1995，25）。

　中国，ラオス，ベトナム，カンボジアの ₄ カ国をみた場合，共産党独裁体

制の ₃ カ国では「形式的」でも共産主義イデオロギーが共有された規範と価

値であり続け，それがいまだに制度やルールを形作っている�。また ₃ カ国

の場合は，権力はルールではなく革命での勝利によって獲得・確立されたこ

とで正当とされる。社会の一部には「民主化」により価値やルールそのもの

を変えようという声はあるが，大きな運動にはなっておらず共産党もイデオ

ロギーとそれに基づく制度は強固に維持している。そして場合によっては，

₃ カ国の共産党は暴力や抑圧的手段の使用をいとわない。
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　一方カンボジアでは1991年以降，民主主義が共有された規範と価値となり，

複数政党制による競争的選挙が定期的に実施されている。したがって人民党

にとって最も重要なことは選挙での勝利であり，それが人民党体制にとって

最大の正当性となる。選挙での不正など問題も指摘されているが，国民と共

有された規範やルールにのっとった権力獲得という点で人民党体制は正当性

を有している。

　むしろ ₄ カ国で正当性が低下しているのは，適切で効果的な権力の使用に

ついてである。図序－ ₂ は1990年から2013年までの ₄ カ国の GDP 成長率を

示している。国によってはアジア経済危機やリーマンショックの影響により

落ち込む時期もあるが， ₄ カ国はこの20年間おおむね良好な経済的パフォー

マンスを維持してきた。経済成長という点では，権力は適切かつ効果的に使

用されてきたといえる。

　しかし中国では1990年代に入り，政府や企業への非合法的な集団抗議行動

である「群体性事件」が頻発するようになった。その数は，1991年の約8700

件から2005年には約 ₈ 万7000件となり，2006年には ₉ 万件を超えた（角崎 

（出所）ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2009, 2014. を基に作成。
（注）2013年のベトナムの数値は推計値。

図　序－ ₂ 　 ₄ カ国の GDP 成長率
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2013，211，238（注 ₁ ））。このような制度外での不満の表出は，経済成長に

伴う経済格差の拡大や汚職の蔓延，また「適切な利益表出・参加制度の不

全・不足」も理由だが（渡辺 2008，18，25），角崎は政治体制やそれに内包す

る政治制度にその根元を求める（角崎 2013）。群体性事件では民衆の不満が

中央の共産党ではなく地方政府や幹部に向けられ，体制の危機が生じていな

い。その理由は政策決定の集権性と執行の分権制の併存にある。つまり政策

決定権をもつ中央は民衆に配慮した政策を立てるが，地方幹部は昇進や権力

保持のために中央から命じられた任務を民衆の利害に反しても達成しようと

する。そして結果のみを求める地方の行為は中央からの逸脱ととらえられ，

問題解決に介入する中央は国民の信頼を得るというのである。角崎によると，

抗議が体制擁護的で矛先が地方に向けられるかぎりにおいて中央はそれを支

持し，群体性事件は再生産される。そして中央が「善」として体制を維持し

続けるには，民意を政策に反映させ続けなければならない。ただし角崎はま

た，体制を長期かつ安定的に維持するには事件の増加を食い止める必要があ

るとも指摘する（角崎 2013）。つまり群体性事件は共産党中央にとって諸刃

の剣なのである。

　ベトナムでも1997年に下級官僚の汚職によりタイビン省で農民の抗議行動

が起き，2001年には中部で少数民族による抗議行動が発生した。国民からの

苦情や告発も増加し，2003年には国会常務委員会に請願委員会が設置されて

いる（Salomon 2007，205）。ラオスでも経済格差や汚職問題，土地紛争の拡

大により国民の不満が高まったことを受けて，国会に国民の不満を吸収する

メカニズムを構築した。また直接的な抗議行動もみられるようになり，人民

革命党はいっそう民意に配慮するようになった（山田 2013）。カンボジアも

同様に経済開発や援助の拡大とともに汚職が悪化し，2000年に入ってからは

土地紛争や労働争議が頻発するようになり政府は対応を迫られている。2013

年に行われた総選挙で人民党が大幅に議席を失ったことは，国民の不満の表

れでもある。

　 ₄ カ国の状況は，権力の行使が適切かつ効果的でなく，国民の不満が高ま
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っていることを示している。したがって正当性を大きく低下させないために

も， ₄ カ国の独裁者には政策立案や執行について国民の合意を得ることが求

められている。ただ必ずしも ₄ カ国の独裁者が民意を重視するとは限らない。

正当性維持にとって何が重要になるかは，その国の政治的背景や独裁者が抱

える課題によって異なるのである。

₂ ．議会の役割

　先述のように，久保（2013）は議会を通じて社会情報を収集し政策の作

成・執行に生かすことで，統治の有効性が向上し国民の支持を獲得できると

指摘した。つまり議会には，適切で効果的な権力の使用と国民の合意を得る

ための機能がある。そして近年，中国，ラオス，ベトナムのような独裁体制

でも議会の存在は無視できなくなり，議会は単なる「ゴム印機関」ではなく

なっている（加茂 2013; Abrami，Malesky and Zheng 2013; 山田 2013）。

　Zheng，Fook and Hofmeister（2014，5）は，政治体制の種類にかかわらず，

アジアの政府にとって議会の重要性が高まっており，各国政府は議会機能を

強化していると指摘する。その理由として，民主的装いを纏う必要性や多様

化し増加する人々の要求や期待の吸収を挙げているが，最終的な目的は支配

者が正当性を高め権力の座に長くとどまるためだと論じる。問題は議会のど

のような機能が正当性の向上に寄与するかである。

　Zheng，Fook and Hofmeister（2014，3）は，中国，ラオス，ベトナム，カ

ンボジアも加盟する列国議会同盟（Inter-Parliamentary Union）の定義に基づき，

民主主義体制下の議会の特徴を以下の ₅ 点にまとめている。

　1代表性

　⑵透明性

　⑶アクセス可能性

　⑷アカウンタビリティ
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　⑸有効性

　つまり，議会が人々の多様性を代表し，メディア等を通じて国民に開かれ

議会活動が透明であり，大衆が議会活動に参加し，選挙区に対して議員活動

や実績についてアカウンタビリティを果たし，活動が効果的で立法や監督機

能が国民の必要性に沿って果たされることである（Zheng，Fook and Hofmeis-

ter 2014，3）。正当性の要素に照らし合わせてみれば，このような議会機能

を果たすことで権力の使用は適切かつ効果的となり，国民の合意が得られる

といえる。言い換えれば，独裁体制が議会を通じて正当性を維持・獲得しよ

うとするならば，以上 ₅ つの機能の一部でも兼ね備えた議会の構築が求めら

れるのである。そしてこのような特徴は独裁体制下の議会でも観察できる。

　たとえば前節でとりあげた加茂（2013）は中国の地方人民代表大会に代表

図　序－ ₃ 　議会の機能

（出所）筆者作成。

直面する問題 議会機能 /役割 効果

体制内外の脅威緩和

権力分有

政策的譲歩 /
レントの分配

水平的アカウンタビ
リティ（監督）

エリートの離反防止

反対勢力の取り込み・
分断

適切かつ効果的な
権力の行使 /
有効な統治

正当性の維持・獲得
（国民の支持獲得）

エリート内の垂直的
アカウンタビリティ

情報収集

国民との垂直的アカ
ウンタビリティ

代表性
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機能があることを明らかにした。拙稿（2013）からはラオス国会に代表性，

アクセス可能性，有効性があることがわかる。一方 Abrami，Malesky and 

Zheng（2013）は，ベトナム国会や中国の全人代には政府を監督する水平的

アカウンタビリティがあり，ベトナムには支配エリート内部で競争的選挙が

実施される垂直的アカウンタビリティもあると指摘する。また彼らはベトナ

ムの国会選挙を事例に，国会議員が再選のために選挙区に戻り有権者の審判

を受けることも垂直的アカウンタビリティだと主張する（Abrami，Malesky 

and Zheng 2013）。ただし後者については，ベトナムの選挙は非競争的であり

自由に立候補できる選挙制度ではなく，議員は実績によって有権者の審判を

受けるわけではないため，垂直的アカウンタビリティというには留保が必要

である。いずれにしろ，独裁体制でも民主主義体制下の議会にみられる特徴

がみいだせる。

　これまでの議論をまとめて，独裁体制下の議会機能を改めて脅威の緩和と

正当性の維持・獲得（国民の支持獲得）という観点から整理すると図序－ ₃

のようになる。独裁者が体制を維持するためには，少なくとも脅威の緩和と

正当性の維持・獲得（国民の支持獲得）という ₂ つの課題に対応しなければ

ならない�。そして議会には問題解決のための多様な機能が備わっている。

脅威を緩和するためには，議会を通じた権力分有，政策的譲歩・レントの分

配，指導層内部の垂直的アカウンタビリティ，水平的アカウンタビリティ

（監督）が活用されるだろう。一方正当性の維持・獲得には，水平的アカウ

ンタビリティ（監督），国民との垂直的アカウンタビリティ，情報収集，代

表性という機能が有効となろう。以上の機能を通じて得られる効果は，エリ

ートの離反防止，反対勢力の取り込み・分断，適切かつ効果的な権力の行

使 / 有効な統治である。

　このように議会には体制への脅威を緩和するだけでなく，正当性を維持・

向上させる機能が備わっている。そして ₄ カ国の独裁者は，それぞれが直面

する課題に応じて議会を活用し，脅威の緩和や正当性の維持をめざすのであ

る。もちろん活用する議会機能はひとつではなく，実際には複数が組み合わ
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される。しかし各章ではそのすべてを分析しているわけではない。各執筆者

が重要と考える独裁者の課題とそれに対応する議会機能に絞って論じている。

そして各章からは，独裁体制下の議会が正当性の維持・獲得に寄与している

ことが示されよう。

第 ₄ 節　各章の概要

　第 ₁ 章（諏訪論文）は，中国の全国人民代表大会常務委員会を事例に，共

産党が立法過程に民意（非党員や政策決定過程にアクセスできない党員の意見や

願望）をどのように取り込んでいるのかを明らかにしている。人民代表大会

の役割は党の意志を国家の意志に体現することであり，それは現在でも変わ

っていない。しかし1990年代に入ると市場経済化にともなって社会の流動性

が高まり，共産党が旧来の手法では管理できない非国家組織や個人が誕生す

る。また同時期から群体性事件のような集団抗議行動も目立ち始め，2000年

代を通じて増加する。支配の正当性をアプリオリにとらえていた共産党は危

機感を強め，人民代表大会改革を通じて民意を政策に反映させ統治の有効性

を高めようとした。つまり党の意志に国民の意志を加える必要性が高まった

のである。立法過程への民意取り込み過程は大きく ₂ 通りある。ひとつは立

法 ₅ カ年計画段階，もうひとつは法律制定段階である。前者ではおもに専門

家や学者らの意見を聴取し，後者ではインターネットを通じたパブリックコ

メントの募集や国民との対面式の意見交換を通じて大衆の意見を取り込んで

いる。また，共産党は法案への国民の関心の高さによってコメントの募集方

法を変更し，柔軟に対応している。そして計画や法案内容は民意募集後に一

部修正される。実際に個々の意見がどのように反映されたかを国民にフィー

ドバックする制度はないものの，共産党は立法過程に民意を取り込むことで

統治の有効性を高めようとしているのである。

　第 ₂ 章（山田紀彦論文）は，ラオスを事例にアカウンタビリティ問題をと
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りあげている。これまでラオスの国会は中国と同様に国民の選好を把握する

ことに重点をおき，国民への応答はさほど重視してこなかった。ところが国

民はインプットに対する応答がないことに徐々に不満を募らせるようになり，

人民革命党は国会を通じたアウトプットメカニズムを整備し始めた。国会へ

のインプットには不服申立て制度とホットラインのふたつがある。前者は行

政や司法への不服を国会に申立てること，後者は会期中にかぎり電話などを

通じて国会に対して自由に意見を伝える制度である。不服申立てに対しては，

国会が地方と中央の ₂ 段階で行政や司法機関の判断を検査し，場合によって

は審議見直しを指示する。国会が具体的な問題解決を行うことはないものの，

行政や司法の決定を覆す権限が付与されているのである。ホットラインに対

しては，国会が国民と国家機関の間に入り問題解決の媒介機能を果たし，メ

ディアを通じて対応方法や結果を国民に伝達するようになった。ラオスの事

例からは，独裁体制下の議会にも多様なアカウンタビリティ機能が備わって

いることがわかる。

　第 ₃ 章（石塚論文）は，国会の制度や活動が変化してきた過程とその政治

的背景を丹念に分析することで，近年のベトナム国会が共産党内の対立や分

裂を解決する場として機能していることを明らかにしている。これは，これ

までの体制維持と制度のメカニズム分析からは十分理解できなかった点であ

る。ベトナム共産党はドイモイ期に入り，党に対する国民の信頼低下とリー

ダーシップの危機という ₂ つの大きな課題に直面した。前者に対しては国会

に多様な意見を反映させ，立法権や行政への監察権を強化し，一定程度国会

の自律性を高めることで対応した。しかし2000年代後半以降，党指導部の世

代交代に伴うリーダーシップの危機が顕著になると，国会は次第に指導部内

の意見や利害対立を「民主的」に解決する場として機能するようになる。党

内で解決できない問題が国会の場に持ち込まれるようになったのである。た

とえば国会での南北高速鉄道計画の否決や国家幹部への信任投票は，そのよ

うな国会の新たな政治的機能を顕著に表している。つまりベトナム国会は党

指導部内の機能不全を補い，「結果として」体制維持に寄与しているのであ
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る。これは他の ₃ カ国ではみられない国会機能といえる。また国会での政治

過程がメディアを通じて国民の目に触れることで，副次的に国民へのアカウ

ンタビリティを果たす効果もみてとれる。

　第 ₄ 章（山田裕史論文）は，カンボジアを事例に人民党が議会を通じて反

対勢力の取り込み・分断と弱体化を繰り返し，どのように自身に有利な政治

環境を構築してきたかその過程を検証し，議会を通じた対野党工作の成否が

選挙に重要な影響を及ぼすことを明らかにしている。カンボジアは1993年の

民主化以降，民主主義が共有された規範や価値となり，国際的にも競争的選

挙を定期的に実施することが援助の大前提となっている。したがって人民党

にとって選挙で勝利することが最も重要であり，選挙での勝利が支配の正当

性の源泉となる。一方，議会は二次的な存在として国民からも研究者からも

注目を集めることはなかった。しかし山田は，議会は人民党にとって選挙戦

略の一環として重要な役割を果たしていると指摘する。人民党は第 ₃ 期国民

議会（2003～2008年）において，委員会ポストの分配や内規の改正を繰り返

すことで，野党の取り込み・分断を行い反対勢力の弱体化を図った。そして

第 ₄ 期国民議会議員選挙では単独で憲法改正と議員特権剥奪が可能となる ₃

分の ₂ 以上の議席を獲得する大勝利を収めた。しかし第 ₄ 期国民議会（2008

～2013年）では，同じように取り込み・分断工作を行ったものの，最大の脅

威となり得る野党の取り込みを行わなかったため野党間の合併を許した。そ

して結果的には，合併した新政党が反人民党票の受け皿となり，人民党は議

席を大幅に減らす結果となったのである。第 ₄ 章では，二次的な存在とみら

れていた議会が体制維持の一手段として活用されていること，また反対勢力

の取り込み・分断の成否が選挙結果に大きなちがいをもたらす要因になって

いることが示される。

　終章では各章の議論が整理される。各章からは，独裁者が課題や目的に応

じて議会を活用しながら正当性の維持・獲得に努めていること，また党内の

機能不全を議会が補いそれが結果として体制維持に貢献していることが明ら

かになる。ただし，議会の活用方法や機能は各国の政治制度や独裁者が直面
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する課題によって異なり，必ずしも各国で一致しない。また議会が同じ機能

を果たすとしても，政治的背景のちがいによってその意味や位置づけも異な

る。各章を通じて，独裁体制下の議会には多様な機能や意味が備わっている

ことがみてとれるだろう。そして全体を通じては，複数政党制や競争的選挙

に囚われず，独裁者が直面する課題についても明示的 / 潜在的反対勢力の脅

威だけでなく正当性という概念を加えることで，サブカテゴリー間を横断す

る比較分析が可能なことが示される。

　

　近年の権威主義体制研究の発展は目覚ましく，独裁体制が持続するメカニ

ズムの解明が進んできた。その一方でまだ分析の余地が残っている分野や研

究が進んでいない国もある。また研究が進んだがゆえに新たな課題も生まれ

ている。本書はそのような課題のいくつかに取り組み，権威主義体制研究の

発展に寄与することをめざしている。改めて本書が取り組んだ課題をまとめ

るとおもに ₃ つある。第 ₁ は，独裁体制の維持と正当性の関係を分析するこ

と，第 ₂ は，議会をその分析軸とし独裁体制下の議会機能の多様性を示すこ

と，そして第 ₃ は中国，ラオス，ベトナム，カンボジアの ₄ カ国を党と国家

が高度に融合した独裁体制ととらえ直すことで，サブカテゴリー間を横断す

る比較分析を行うことである。これは挑戦的な試みであり本書一冊で扱うに

は大きすぎる課題であろう。とはいえ各章からは第 ₁ と第 ₂ の課題に，そし

て本書全体を通じて第 ₃ の課題には一定の回答を示せたと考えている。

〔注〕
1　Köllner and Kailitz（2013）の数値はフリーダムハウスの Freedom in the World 

2012 に基づいている（Freedom House 2013）。フリーダムハウスとは世界の民
主化と自由化を目指すアメリカの非営利団体であり，各国の自由度を ₁ ～ ₇
の指標で表し（１～2.5が自由，3.0～5.0が部分的自由，5.5～7.0が非自由），毎
年発表している。2012年報告書では非自由と認定されたのが195政体のうち48
カ国（24％）であり，そのような体制下に暮らす人々が約24億人（35％）と
なっている。Köllner and Kailitz（2013）はこの数値を基に世界の国民国家や
領域の ₄ 分の ₁ ，人口の約 ₃ 分の ₁ が独裁体制下にあると判断している。
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⑵　「独裁者」という場合は独裁体制下の政治指導者個人とともに，政党等の支
配者集団を含めて使用することとする。

⑶　たとえば Magaloni（2006, 19），Ezrow and Frantz（2011, 55），Rose，Mishler 

and Munro（2011, 1-5），Dimitrov（2013, 5）などを参照。
⑷　正当性（legitimacy）については第 ₃ 節で説明している。
⑸　たとえば Truex （2013）は中国の第11期全国人民代表大会を事例に，取り込

み理論を検証するために全人代でのレント分配機能とその内容を分析した。
トゥルークス（Rory Truex）は，代表2987人のうち50人が上場企業の CEO で
あることを確認し，それらの企業が代表ポスト獲得以前と以後でどう変化
したかを分析した。それによると株価の上昇などとともに，ポストを保持し
ていることで企業の評判が高まり，投資家やビジネスパートナーへの肯定
的なメッセージとなり企業の利益を向上させる効果があったという（Truex 

2013）。また Malesky and Schuler （2010）は，ベトナム国会を事例に，体制に
批判的な地方ノミネートの専従議員の存在などを根拠に「取り込み」が行わ
れていると指摘している。

⑹　たとえば Case（2011）はカンボジアを「選挙権威主義体制」ととらえて
いる。「選挙権威主義体制」とは定期的かつ競争的な複数政党選挙が実施さ
れるものの，自由や公平といった自由民主主義の原理が侵される体制である

（Schedler 2006，3）。一方 Levitsky and Way（2010）はカンボジアを「競争的
権威主義体制」ととらえている。「競争的権威主義体制」とは「公式の民主的
制度が存在し権力獲得の主要な手段として認識される一方，現職が著しく優
位に立てる文民体制」と定義されている（Levitsky and Way 2010，5）。「選挙
権威主義体制」とのちがいは，「競争的権威主義体制」はより限定的でありヘ
ゲモニー体制は含まず，反対勢力が民主的制度を活用し権力獲得のために真
に争うことができる点にある（Levitsky and Way 2010，15-16）。

⑺　かつてリンス（Juan Linz）は非民主主義体制を権威主義体制と全体主義体
制に区別し（リンス 1995），権威主義体制を非民主主義体制の下位分類に位
置づけていた。しかし近年の比較政治学では非民主主義体制の総称として独
裁体制と権威主義体制の ₂ つの用語が同義として使用されるようになってい
る。たとえばスボリックは，1自由かつ競争的な議会選挙があるか，⑵執政
府の長が自由かつ競争的大統領選挙で選出されるか，または議会制度によっ
て間接的に選出されるか，いずれかひとつの条件を満たさない政治体制を独
裁体制や権威主義体制とし， ₂ つの用語を互換可能な用語として使用してい
る（Svolik 2012，22-23）。本書でも Svolik（2012）にならい ₂ つの用語を非民
主主義体制の総称として同義に使用する。そのため各章では文脈によって ₂
つの用語が併用されている場合がある。

⑻　POLITY IV は，1800年から2013年までの人口50万人以上の独立国家の政治



序章　独裁体制における議会と正当性　29

体制を対象に21段階でスコアを付け，－10~ － ₆ を独裁体制，－ ₅ ~ ₅ を中
間体制， ₆ ~10を民主主義体制に分類している（Marshall, Gurr and Jaggers 

2014）。
⑼　ここでは Geddes（1999）にならい，単一政党による独裁体制といった場

合，優位政党体制も含むものとする。
⑽　「選挙権威主義体制」や「競争的権威主義体制」については注⑹を参照され

たい。
⑾　たとえば Malesky and Schuler（2010）である。彼らはベトナムの国会を事

例に，議員の属性と国会での質問内容の相関関係を分析し，共産党管理下
で地方ノミネートの専従議員が増え，その専従議員が積極的に政府批判を
行い，地方問題をとりあげることをもって，ベトナムでも「取り込み理論」

（cooptation）と同様の行動が観察できると結論づけた。しかしベトナムの国会
議員の90％以上は党員であり，非党員であっても党の意向に反する人物は候
補となれない選挙制度である（Malesky and Schuler 2010，493）。そうであれ
ば国会議員には「真の」反体制派はいないことになる。マレスキー（Edmund 

Malesky）・シューラー（Paul Schuler）は，Gandhi（2008）などの先行研究で
指摘されてきた明示的 / 潜在的反対勢力という取り込み対象を拡大解釈し，政
権中枢以外のグループに政策決定過程における発言権を付与することを取り
込みとしている。また，仮に地方ノミネートの専従議員が潜在的な脅威だと
しても，発言権の付与をもって取り込みといえるかどうか疑問である。マレ
スキー・シューラーも認めるように，給与が低く予算配分に対してほとんど
権限をもたない国会は，レント分配手段としては機能しないだろう（Malesky 

and Schuler 2010，484）。したがって，権威主義体制研究で一般的に考えられ
る「取り込み」理論をベトナム国会に適用するには，一定の留保が必要だと
いえる。

⑿　ディミトロフは自身の主張が独裁体制全体に適用できるかどうかを検討し，
非選挙型一党支配体制（nonelectoral single-party authoritarian regime）には適
用できるかもしれないと述べている（Dimitrov 2013，311-312）。

⒀　カンボジアの内戦問題を解決するために1991年10月23日にパリにて調印さ
れた和平協定であり，人民党と３派連合政府（ポル・ポト派，FUNCINPEC，
クメール人民民族解放戦線）と関係参加国18カ国によって調印された（山田 

2011，79）。
⒁　民主集中制とは，序列やポジションに関係なく，党内で民主的な議論を行

い政策決定などの物事を決めるが，一度決定が下されれば個人は組織に，少
数は多数に，下級は上級に，全党組織は党中央の決定に従うという統治原理
である。

⒂　山田（2011，150），2014年11月10日に開催した研究会での山田裕史による
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発表。
⒃　たとえば大串（2007）は統一ロシアが中心的役割を果たすロシアの政治体

制を政府党体制の一種とし，立花（2008）は与党新アゼルバイジャン党を中
心とするアゼルバイジャンの政治体制の外観は政府党体制に近いと指摘して
いる。

⒄　ただし，スボリックは制度がコミットメント問題の解決に資するのは，独
裁者がルールを逸脱した際に体制内エリートが独裁者を解任できる権力を有
している場合だとする（Svolik 2012，85-117）。

⒅　政府党体制においても政党が行政機構と一体化しているがために「議会機
能がバイパスされ」（藤原 1994，238-239）るという点で議会は二次的存在で
ある。

⒆　本書では legitimacy の訳を正当性に統一している。『岩波哲学・思想事典』
によると成員が恐怖や強制ではなく，集団の秩序や支配が正当に設立された
という信念に基づいてそれに服従するとき，「この信念の根拠となるものを秩
序や支配の『正当性』と呼ぶ」（中野 1998，920-921）。つまり Alagappa（1995）
の定義と同様に支配者と被支配者の相互作用のうえに成り立つ概念を「正当
性」とするのである。

⒇　これは正当性（legitimacy）とは異なる概念である。『岩波哲学・思想事典』
によると正当化（justification）とは，「信念や行為が一定の評価基準に照らし
て『正しい』こと，すなわち，適切かつ十分な理由や証拠に基づいて妥当で
あること，またそれを示す過程を意味する」（野家 1998，920-921）。

�　中国，ラオス，ベトナムでは，共産主義イデオロギーが実質的には国民と
共有された規範や価値ではなくなりつつある。しかし ₃ カ国の共産党は，時
代や状況にあわせてイデオロギーや政治理論内容を修正し，イデオロギーに
よる支配の正当化を続け，社会にイデオロギーによる政治言説空間を構築し
ている。その意味では，共産主義イデオロギーは共有された規範であり価値
として機能しているということができよう。

�　もちろん独裁者が体制を維持するうえで直面する課題は脅威緩和と正当性
の維持に限定されない。
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